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○ 花きの振興に関する法律（平成 26 年法律第 102 号） 

花きの振興に関する法律 

（目的） 

第一条 この法律は、花き産業が、農地や農業の担い手の確保を図る上で重要な

地位を占めているとともに、その国際競争力の強化が緊要な課題となってい

ること及び花きに関する伝統と文化が国民の生活に深く浸透し、国民の心豊

かな生活の実現に重要な役割を担っていることに鑑み、花き産業及び花きの

文化の振興を図るため、農林水産大臣による基本方針の策定について定める

とともに、花きの生産者の経営の安定、花きの加工及び流通の高度化、花きの

輸出の促進、公共施設及びまちづくりにおける花きの活用等の措置を講じ、も

って花き産業の健全な発展及び心豊かな国民生活の実現に寄与することを目

的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「花き」とは、観賞の用に供される植物をいう。 

２ この法律において「花き産業」とは、花きの生産、流通、販売又は新品種の

育成の事業をいう。 

（基本方針） 

第三条 農林水産大臣は、花き産業及び花きの文化の振興に関する基本方針（以

下単に「基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 花き産業及び花きの文化の振興の意義及び基本的な方向に関する事項 

二 花きの需要の長期見通しに即した生産量その他の花き産業の振興の目標

に関する事項 

三 花き産業の振興のための施策に関する事項 

四 花きの文化の振興のための施策に関する事項 

五 花きの需要の増進のための施策に関する事項 

３ 農林水産大臣は、基本方針を定めるに当たって花きの需給事情を把握する

ため必要があると認めるときは、都道府県知事、花き産業を行う者が組織する

団体（以下「花き団体」という。）その他の関係者に対し、資料の提出その他

必要な協力を求めることができる。 

４ 農林水産大臣は、花きの需給事情、農業事情その他の事情の変動により必要

があるときは、基本方針を変更するものとする。 

５ 農林水産大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あ

らかじめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。 

６ 農林水産大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 
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（振興計画） 

第四条 都道府県は、基本方針に即し、当該都道府県における花き産業及び花き

の文化の振興に関する計画（以下「振興計画」という。）を定めるよう努めな

ければならない。 

２ 都道府県は、振興計画を定めるに当たって花きの需給事情を把握するため

必要があると認めるときは、花き団体その他の関係者に対し、資料の提出その

他必要な協力を求めることができる。 

３ 都道府県は、振興計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

（連携の強化） 

第五条 国は、国、地方公共団体、事業者、大学等の研究機関等が相互に連携を

図りながら協力することにより、花き産業及び花きの文化の振興の効果的な

推進が図られることに鑑み、これらの者の間の連携の強化に必要な施策を講

ずるものとする。 

（生産者の経営の安定） 

第六条 国及び地方公共団体は、花きの生産者の経営の安定を図るため、エネル

ギーの使用の合理化その他の花きの生産基盤の整備、知的財産の適切な保護

及び活用、災害による損失、使用するエネルギーの価格の急激な高騰等が発生

した場合における合理的な補填その他必要な施策を講ずるよう努めるものと

する。 

（生産性及び品質の向上の促進） 

第七条 国及び地方公共団体は、花きの栽培の生産性及び花きの品質の向上（以

下「生産性及び品質の向上」という。）を促進するため、花き産業を行う者に

よる生産性及び品質の向上のための取組への支援その他必要な施策を講ずる

よう努めるものとする。 

（加工及び流通の高度化） 

第八条 国及び地方公共団体は、花きの加工及び流通の高度化を図るため、花き

の加工に関する技術開発、卸売市場等流通関係施設の整備及び流通経路の合

理化への支援その他必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

（鮮度の保持の重要性への留意） 

第九条 国及び地方公共団体は、前二条の施策を講ずるに当たっては、花きの流

通に当たりその鮮度をできる限り保持することの重要性に特に留意するもの

とする。 

（輸出の促進） 

第十条 国及び地方公共団体は、海外市場の開拓等が国内で生産された花きの

需要の増進に資することに鑑み、花きの輸出の促進に必要な施策を講ずるよ
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う努めるものとする。 

（研究開発事業計画の認定） 

第十一条 研究開発事業（花きの新品種の育成及び増殖技術の高度化に関する

研究開発を行う事業であって、我が国の花き産業の国際競争力の強化に特に

資するものをいう。以下同じ。）を行おうとする者（研究開発事業を行う法人

を設立しようとする者を含む。）は、研究開発事業に関する計画（以下「研究

開発事業計画」という。）を作成し、農林水産省令で定めるところにより、こ

れを農林水産大臣に提出して、その研究開発事業計画が適当である旨の認定

を受けることができる。 

２ 研究開発事業計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 研究開発事業の目標 

二 研究開発事業の内容及び実施期間 

三 研究開発事業を実施するために必要な資金の額及びその調達方法 

３ 農林水産大臣は、第一項の認定の申請があった場合において、その研究開発

事業計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その

認定をするものとする。 

一 前項第一号及び第二号に掲げる事項が基本方針に照らし適切なものであ

ること。 

二 前項第二号及び第三号に掲げる事項が研究開発事業を確実に遂行するた

め適切なものであること。 

（研究開発事業計画の変更等） 

第十二条 前条第一項の認定を受けた者（その者の設立に係る同項の法人を含

む。以下「認定研究開発事業者」という。）は、当該認定に係る研究開発事業

計画を変更しようとするときは、農林水産省令で定めるところにより、農林水

産大臣の認定を受けなければならない。 

２ 農林水産大臣は、認定研究開発事業者が前条第一項の認定に係る研究開発

事業計画（前項の規定による変更の認定があったときは、その変更後のもの。

以下「認定研究開発事業計画」という。）に従って研究開発事業を行っていな

いと認めるときは、その認定を取り消すことができる。 

３ 前条第三項の規定は、第一項の認定について準用する。 

（種苗法の特例） 

第十三条 農林水産大臣は、認定研究開発事業計画に従って行われる研究開発

事業の成果に係る出願品種（種苗法（平成十年法律第八十三号）第四条第一項

に規定する出願品種をいい、当該認定研究開発事業計画における研究開発事

業の実施期間の終了日から起算して二年以内に品種登録出願されたものに限

る。以下この項において同じ。）に関する品種登録出願について、その出願者
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が次に掲げる者であって当該研究開発事業を行う認定研究開発事業者である

ときは、政令で定めるところにより、同法第六条第一項の規定により納付すべ

き出願料を軽減し、又は免除することができる。 

一 その出願品種の育成（種苗法第三条第一項に規定する育成をいう。次項第

一号において同じ。）をした者 

二 その出願品種が種苗法第八条第一項に規定する従業者等（次項第二号に

おいて単に「従業者等」という。）が育成した同条第一項に規定する職務育

成品種（同号において単に「職務育成品種」という。）であって、契約、勤

務規則その他の定めによりあらかじめ同項に規定する使用者等（以下この

条において単に「使用者等」という。）が品種登録出願をすることが定めら

れている場合において、その品種登録出願をした使用者等 

２ 農林水産大臣は、認定研究開発事業計画に従って行われる研究開発事業の

成果に係る登録品種（種苗法第二十条第一項に規定する登録品種をいい、当該

認定研究開発事業計画における研究開発事業の実施期間の終了日から起算し

て二年以内に品種登録出願されたものに限る。以下この項において同じ。）に

ついて、同法第四十五条第一項の規定による第一年から第六年までの各年分

の登録料を納付すべき者が次に掲げる者であって当該研究開発事業を行う認

定研究開発事業者であるときは、政令で定めるところにより、登録料を軽減し、

又は免除することができる。 

一 その登録品種の育成をした者 

二 その登録品種が従業者等が育成した職務育成品種であって、契約、勤務規

則その他の定めによりあらかじめ使用者等が品種登録出願をすること又は

従業者等がした品種登録出願の出願者の名義を使用者等に変更することが

定められている場合において、その品種登録出願をした使用者等又はその

従業者等がした品種登録出願の出願者の名義の変更を受けた使用者等 

（報告の徴収） 

第十四条 農林水産大臣は、認定研究開発事業者に対し、認定研究開発事業計画

の実施状況について報告を求めることができる。 

（研究開発の推進等） 

第十五条 国及び地方公共団体は、花きの新品種の育成及び増殖技術の高度化

に関する研究開発、生産性及び品質の向上に関する研究開発、花きの品質を保

持しつつ流通させるために必要な資材の開発その他花き産業の振興のために

必要な研究開発（以下この条において単に「研究開発」という。）の推進及び

その成果の普及並びに研究開発を行う者への支援に努めるものとする。 

（花きの文化の振興） 

第十六条 国及び地方公共団体は、公共施設及びまちづくりにおける花きの活
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用に努めるとともに、社会福祉施設その他花きの人を癒す効用が十分に発揮

できる施設における花きの活用の促進に努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、児童、生徒等に対する花きを活用した教育及び地域

における花きを活用した取組の推進を図るため必要な施策を講ずるよう努め

るものとする。 

３ 前二項に定めるもののほか、国及び地方公共団体は、花きの文化の振興を図

るため、日常生活における花きの活用の促進、花きに関する伝統の継承、花き

の新たな文化の創出等に対する支援、花きに関する知識等の普及その他必要

な施策を講ずるよう努めるものとする。 

（博覧会の開催等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、花き産業及び花きの文化の振興を図るため、

花きの博覧会、展覧会、展示会、品評会その他これらに類するものの開催若し

くは開催への支援又はこれらへの参加への支援に努めるものとする。 

（顕彰） 

第十八条 国及び地方公共団体は、花き産業及び花きの文化の振興に寄与した

者の顕彰に努めるものとする。 

（国の援助） 

第十九条 国は、地方公共団体が振興計画に定められた施策を実施しようとす

るときは、当該施策が円滑に実施されるよう、必要な情報の提供、助言、財政

上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（花き活用推進会議） 

第二十条 政府は、関係行政機関（文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土

交通省、環境省その他の関係行政機関をいう。）相互の調整を行うことにより、

花きの活用の総合的、一体的かつ効果的な推進を図るため、花き活用推進会議

を設けるものとする。 

（罰則） 

第二十一条 第十四条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、三

十万円以下の罰金に処する。 

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対して同項の刑を科する。 

附 則 

この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行する。 

※ 以下略（改正附則） 
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○ 花き産業及び花きの文化の振興に関する基本方針（令和２年４月21日公表） 

 

花き産業及び花きの文化の振興に関する基本方針 

 

この基本方針は、花きの振興に関する法律（平成 26 年法律第 102 号。以下

「法」という。）第３条第１項の規定に基づき、花き産業及び花きの文化の振興

の意義及び基本的な方向に関する事項、花きの需要の長期見通しに即した生産

量その他の花き産業の振興の目標に関する事項、花き産業の振興のための施策

に関する事項、花きの文化の振興のための施策に関する事項並びに花きの需要

の増進のための施策に関する事項を定めるものである。 

なお、この基本方針における用語のうち、法において定義が定められているも

のについては、その例によるものとするが、花きには、例えば、切り葉、切り枝、

観葉植物、盆栽等も含まれる。 

 

第１ 花き産業及び花きの文化の振興の意義及び基本的な方向に関する事項 

我が国における花き産業は、平成 29 年の産出額が 3,687 億円と農業産出額

の４％を占め、若い生産者の活躍も目立つなど、農地や農業の担い手の確保を

図る上で重要な地位を占めているところである。また、我が国における花きの

生産技術は高い水準にあり、多様で高品質な国産花きについては、令和元年に

開催された国際園芸博覧会における大賞受賞を始め、これまで多くの賞を受

賞するなど国際的に高い評価を得ていることもあり、近年、アジアやヨーロッ

パ諸国、米国向けを中心に花きの輸出は増加傾向にある。平成 29 年には我が

国で初めて花き輸出専用の集出荷施設が整備される等、輸出の拡大に向けた

取組が進展している。 

さらに、我が国においては、生け花、盆栽、門松等、世界に誇る花きに関す

る豊かな伝統と文化が国民の生活に深く浸透しており、花きに関する伝統を

承継し、花きの文化を振興することは、国民の心豊かな生活の実現に資するこ

ととなる。 

他方、近年の国内市場における花き消費の伸び悩み、大量生産された安価な

切り花の輸入の増加、燃油価格の高騰といった諸問題に対応する観点から、我

が国の花き産業の国際競争力の強化が緊要な課題となっているところである。 

さらに、近年多発する災害や新型コロナウイルスなどの感染症のまん延と

いった不測の事態による経済活動への影響に対する懸念についても、その状

況を的確に把握し、しっかりと対応しなければならない。 

また、今後開催される 2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピ

ック競技大会、国際園芸博覧会は、我が国の花きの国内外の需要を飛躍的に拡
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大できる機会であり、ビクトリーブーケ、開催会場での展示・装飾等の成果を

今後の花き産業の発展に最大限に生かすことが重要である。 

花き産業及び花きの文化の振興に当たっては、このような状況を踏まえ、花

き産業の健全な発展及び心豊かな国民生活の実現に寄与することを目的とし

て、国、地方公共団体、事業者、大学等の研究機関等が相互に連携を図りなが

ら、花きの生産者の経営の安定、花きの加工及び流通の高度化、花きの輸出の

促進、公共施設及びまちづくりにおける花きの活用、需要の増進に向けた活動

等の措置を講ずることとする。 

 

第２ 花きの需要の長期見通しに即した生産量その他の花き産業の振興の目標

に関する事項 

１ 花き需要の長期見通し 

花きの需要の長期見通しについては、近年の需要の動向に鑑み、また、法

に基づき講ぜられる花きの需要の増進のための施策の効果が発揮されるこ

とを前提とすれば、需要額は令和 12 年が 4,600 億円、令和 17 年が 

6,350 億円になることが見込まれる。 

２ 花きの生産量その他の花き産業の振興の目標 

花き産業の振興については、次に掲げる輸出額の目標及び輸入額の見込

みに需要の長期見通しを併せて考慮し、産出額の目標を令和 12 年は 4,500

億円、令和 17 年は 6,500 億円とする。 

① 輸出額の目標 

輸出額は、近年の輸出の状況に鑑み、また、法に基づき講ぜられる花きの

輸出の促進に必要な施策の効果が発揮されることを前提に、令和12年は200

億円、令和 17 年は 450 億円を目標とする。 

② 輸入額の見込み 

輸入額は、近年の輸入の状況に鑑み、令和 12 年及び令和 17 年は 300 億

円と見込まれる。 

また、令和 12 年の産出額の目標を達成するため、内訳を次のとおりとす

る。 

切り花類     2,800 億円 

鉢もの類     1,060 億円 

花木類       220 億円 

球根類        20 億円 

花壇用苗もの類   300 億円 

芝類         70 億円 

地被植物類      30 億円 
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第３ 花き産業の振興のための施策に関する事項 

１ 生産者の経営の安定 

（１）花きの生産基盤の整備 

国及び地方公共団体は、生産コストの低減に資する共同利用施設の導

入、暑熱対策等による周年生産又は生産期間の延伸が可能となる低コス

ト耐候性ハウスの導入、環境制御型の生産システムへの転換を目指した

次世代施設園芸の面的拡大、施設園芸におけるヒートポンプ等の省エネ

設備の導入、新規就農者の農業経営の開始に必要な農業用機械及び施設

の導入・普及を推進するよう努める。さらに、花き生産の分野においても

自動重量選花機等ロボット・ＡＩ・ＩｏＴを活用したスマート農業技術の

導入を推進するよう努める。また、農業生産資材の高騰による影響を小さ

くするため、資材コスト低減のための取組に対し支援を行うよう努める。 

（２）知的財産の適切な保護及び活用 

国及び地方公共団体は、ＤＮＡ品種識別技術の開発等により、国内外に

おける知的財産権の侵害への対策を推進するよう努める。また、知的財産

の創造・活用を図るため、花きの新品種の育成、花きの生産に関する新技

術の開発及びこれらの普及実用化の取組に対し支援を行うよう努める。 

（３）自然災害等のリスクへの備えとしての農業保険の普及促進及び使用す

るエネルギーの価格の急激な高騰等が発生した場合における合理的な補

塡 

国及び地方公共団体は、自然災害や価格低下等のリスクに対して農業

者が備えることが重要であることから、自然災害等による収入減少を補

塡する収入保険や農業用ハウスの損失を補塡する園芸施設共済等の普及

促進・利用拡大の取組を進める。また、施設園芸に関して、燃油価格が一

定の基準以上に上昇した場合に補塡金を交付するセーフティネットを構

築するよう努める。 

２ 生産性及び品質の向上の促進 

国及び地方公共団体は、花きの生産者の産地間連携による技術交換や育

種・苗供給体制の強化、形質のマーカー化による育種の加速化等、生産性及

び品質の向上のための取組を支援するよう努める。また、集出荷施設におけ

る低温庫を含む産地における低温設備等、鮮度の保持に資する施設の整備

を推進するよう努める。 

３ 加工及び流通の高度化 

（１）花きの加工に関する技術開発 

国及び地方公共団体は、多様な需要に対応するため、花束、フラワーア



9 

 

レンジメント等の加工技術の開発・向上等の取組に対し支援を行うよう

努める。 

（２）卸売市場等流通関係施設の整備及び流通経路の合理化等 

国及び地方公共団体は、日持ちの良い花きへの消費者ニーズに対応す

るため、暑熱対策等による鮮度の保持に資する卸売市場における低温卸

売場及び低温庫の整備等を推進するよう努める。また、産地から小売まで

の流通に要する時間の短縮及びコストの低減に資する流通経路の合理化、

段ボール箱等資材の規格統一及び園芸資材の再利用を推進する取組に対

し支援を行うよう努める。 

４ 鮮度の保持の重要性への留意 

国及び地方公共団体は、花きの生産性及び品質の向上の促進並びに加工

及び流通の高度化に関する施策を講ずるに当たっては、生産から流通・販売

に至るまでのコールドチェーンの確立、各段階における鮮度保持剤の使用

等の鮮度保持のための取組の意義について、関係者に対する普及啓発を行

うよう努める。 

５ 輸出の促進 

国及び地方公共団体は、オールジャパン体制により更なる輸出拡大を図

ることを目的として、花きの文化と併せた国産花きに関する情報の発信、海

外販路の拡大に向けた市場・消費実態に関する情報の収集・提供、輸出先国

の植物検疫に対応した病害虫の防除方法の開発・普及及び海外の見本市へ

の参加の促進や海外からのバイヤーの招へい等による商談の機会の創出に

努める。 

また、花き産地における輸出に対応した栽培体系の確立を推進するとと

もに、国際園芸博覧会への政府出展やインバウンド等を活用した海外需要

の創出に努める。 

さらに、輸出先国の規制が輸出阻害要因となっている場合には、農林水産

物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第 57 号）により令和

２年４月に設置された農林水産物・食品輸出本部の下、政府一体となって戦

略的に対応する。 

６ 研究開発事業の実施に関する基本的な事項 

（１）研究開発事業の基本的な考え方 

研究開発事業の実施に当たっては、法及び基本方針に照らし適切な研

究開発を行い、その成果が活用されることにより我が国の花き産業の国

際競争力の強化に特に資することを目指すものとする。 

（２）研究開発事業の内容等に関する事項 

［１］研究開発事業の目標 
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研究開発事業者は、法及び基本方針を踏まえ、事業の実施によって達

成すべき具体的な目標を設定するものとする。 

［２］研究開発事業の内容 

研究開発事業者は、次のア及びイの事項に取り組むものとし、これら

の事項については、研究開発事業計画（以下「計画」という。）に具体

的な内容を記載するものとする。 

ア 花きの新品種の育成 

耐病性、高温耐性、日持ち性等、従来の品種にない優れた機能や形

質を有し、我が国の花き産業の国際競争力の強化に特に資する新品

種を育成すること。 

イ 増殖技術の高度化 

アにより育成された新品種に係る茎頂培養による増殖、ウイルス

フリー苗を使った増殖その他の増殖技術の高度化を図ること。 

［３］研究開発事業の実施期間 

計画期間は 10 年以内とし、事業の実施期間（開始日及び終了日）及

び計画の目標達成に向けた具体的な年次計画を記載するものとする。 

７ 研究開発の推進 

（１）花きの新品種の育成及び増殖技術の高度化 

国及び地方公共団体は、国産花きの需要拡大、海外輸出、低コスト生産

等が可能となる花きの新品種の育成及び増殖技術の高度化を推進するよ

う努める。また、産学官連携により、新品種の育成等に関する研究開発を

推進するとともに、その素材となる遺伝資源の適切な導入を促進するよ

う努める。 

（２）生産性及び品質の向上 

国及び地方公共団体は、産学官連携により、栽培期間の短縮等による生

産性の向上及び日持ち性等の品質の向上に関する研究開発を推進するよ

う努める。 

（３）品質の保持 

国及び地方公共団体は、輸出を含む長時間輸送に耐えうる梱包・包装資

材の開発等、花きの品質を保持しつつ流通させるために必要な技術の開

発等の取組に対し支援を行うよう努める。 

８ 地球温暖化に対する適応策 

地球温暖化が我が国の農林水産業に与える影響については様々な予測が

行われているところであり、花き産業においても、これまで各地で地球温暖

化の影響が疑われる開花期の遅延、生育不良等の高温障害、病虫害の多発等

の事例が報告されているところである。 
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このため、国及び地方公共団体は、高温障害を回避・軽減するための遮光

資材の導入、循環扇の活用その他の栽培管理技術の導入、病虫害を回避・軽

減するための資材・技術の導入等の地球温暖化に対する適応策を推進する

よう努める。 

 

第４ 花きの文化の振興のための施策に関する事項 

１ 公共施設及びまちづくり等における花きの活用 

国及び地方公共団体は、庁舎、学校、図書館、市民会館等の公共施設や、

公園整備等のまちづくりにおいて花きの活用を推進するよう努める。また、

高齢者関係施設や児童関係施設等の社会福祉施設等における花きの活用の

促進に努める。さらに、花きの人を癒やす効用に関する科学的データの蓄積

及びそのデータから得られた知識の普及を推進するよう努める。 

２ 花きを活用した教育及び地域における花きを活用した取組の推進 

国及び地方公共団体は、既に民間団体等により行われている、小学生等を

対象にした、花や緑に親しみ、これらを育てる機会を通じて優しさや美しさ

を感じる気持ちを育む「花育」に対し支援を行うよう努める。また、花壇作

り等の花きを介した世代交流を伴う地域活動に対し支援を行うよう努める。 

３ 日常生活における花きの活用の促進等 

国及び地方公共団体は、家庭や職場等の日常生活における花きの活用に

関する環境整備を行うよう努める。また、生け花、盆栽等の花きに関する伝

統の継承、新しい物日等の花きの新たな文化の創出及び花きに関する知識

の普及を推進するよう努める。 

 

第５ 花きの需要の増進のための施策に関する事項 

国及び地方公共団体は、国際園芸博覧会、展覧会、展示会、品評会等の開催、

消費者ニーズを踏まえた商品情報の提供、切り花の日持ちを保証する販売の

確立等、花きの需要の増進のための取組に対し支援を行うよう努める。また、

花きの需要の飛躍的な拡大に当たっては、国民への周知・宣伝を抜本的に強化

するため、ＳＮＳの活用、観光業界やインテリア業界等の異業種との連携によ

る効果的な需要喚起を推進するよう努める。 
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○ 岐阜県花きの振興に関する条例（平成 26 年条例第 70 号） 

岐阜県花きの振興に関する条例 

花きには、その色や香り、園芸等の作業を通じた自然とのふれあいにより、人

に潤いと安らぎを与える効用がある。 

現代社会は、少子高齢化、人間関係の希薄化等の問題を抱えており、これらの

問題に対し、花きを活用することにより、子どもの情操教育、高齢者の生きがい

づくり、地域における絆(きずな)づくり等の面で効果が現れることが期待され

る。 

また、岐阜県は、「清流の国づくり」として、全国レベル又は世界レベルのス

ポーツ大会の開催や観光誘客に取り組んでおり、日本全国又は世界各国から多

くの方々が岐阜県を訪れることが見込まれ、これらの方々を岐阜県の花きでお

もてなしし、岐阜県に来て良かった、また訪れたいと思ってもらえることが大切

である。 

このため、県内において花きが安定的に供給されることにより、家庭、学校、

地域等県民の生活のあらゆる場面において花きが活用され、県民一人一人に県

外からの来訪者を花きでおもてなしする心が育まれることが必要である。 

ここに、全ての県民の参加と協働により、花きの振興に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するため、この条例を制定する。 

（目的） 

第一条 この条例は、花きの振興について、基本理念を定め、並びに県の責務及

び県民の役割を明らかにするとともに、花きの振興に関する施策の基本とな

る事項を定めることにより、花きの振興に関する施策を総合的かつ計画的に

推進し、もって県民の健康で心豊かな生活の確保及び美しい郷土づくりに寄

与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において「花き」とは、鑑賞の用に供される植物をいう。 

２ この条例において「園芸福祉」とは、花きの人を癒す効用に着目し、花きを

活用した心身の健康の増進、生きがいづくり等の取組をいう。 

３ この条例において「花育」とは、花きの豊かな人間性の涵
かん

養に資する効用に

着目し、児童、生徒等に対する花きを活用した教育及び地域における花きを活

用した取組をいう。 

（基本理念） 

第三条 花きの振興は、花きを活用することにより、県民の心身の健康の増進及

び豊かな人間性の涵養に資することを旨として推進されなければならない。 

（県の責務） 

第四条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、
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花きの振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進する責務を有する。 

２ 県は、花きの振興に関する施策の推進に当たっては、県民、事業者、花き関

係団体その他の関係者との連携に努めるものとする。 

３ 県は、県民が花きの効用に関する理解を深めるため、必要な情報の提供に努

めるものとする。 

（県民等の役割） 

第五条 県民は、花きの効用を理解し、生活の様々な場面で花きを活用するよう

努めるものとする。 

２ 県民、事業者等は、県外からの来訪者を迎える場合においては、花きでおも

てなしするよう努めるものとする。 

（市町村との連携） 

第六条 県は、花きの振興に関する施策を地域の実情に応じて効果的に実施す

るため、市町村との密接な連携を図るものとする。 

（推進体制） 

第七条 県は、花きの振興に関する施策を積極的に推進するための体制を整備

するものとする。 

（振興計画） 

第八条 県は、花きの振興に関する法律（平成二十六年法律第百二号。以下「法」

という。）第三条に規定する基本方針及び基本理念にのっとり、法第四条に規

定する振興計画（以下「振興計画」という。）を策定するものとする。 

２ 県は、振興計画の策定又は変更に当たっては、あらかじめ、県民の意見を反

映することができるよう適切な措置を講ずるものとする。 

（花きの文化の振興） 

第九条 県は、花きの文化の振興を図るため、花きに関する伝統の継承、花きの

新たな文化の創出等に対する支援、花きに関する知識の普及その他必要な施

策を講ずるものとする。 

２ 県は、県民の日常生活において花きの文化が浸透するよう、花きの活用を促

進するために必要な施策を講ずるものとする。 

（花きの日） 

第十条 県民の間に花きについての関心と理解を深めるとともに、積極的に花

きを活用する意欲を高めるため、花きの日を設ける。 

２ 花きの日は、八月七日とする。 

３ 県は、花きについての関心と理解を深めるための啓発活動その他花きの日

の趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めなければならない。 

（園芸福祉の推進） 

第十一条 県は、社会福祉施設、医療機関その他花きの人を癒やす効用を十分に
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発揮できる施設その他の地域における園芸福祉を推進するため、必要な施策

を講ずるものとする。 

（花育の推進） 

第十二条 県は、家庭、学校、地域その他の様々な場において花育を推進するた

め、必要な施策を講ずるものとする。 

（花きの安定供給） 

第十三条 県は、県民が日常生活において花きを積極的に活用できるよう、県内

における花きの十分かつ安定的な供給のために必要な施策を講ずるものとす

る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○ 北海道花きの振興に関する条例（令和２年北海道条例第 81 号） 

北海道花きの振興に関する条例 

花きは、その彩りの美しさや香りにより、多くの人々に潤いと安らぎを与え、

豊かで健康な暮らしをもたらしている。北海道では、冷涼な気候を生かした花き

の生産が国内有数の規模で行われており、高品質な花き産地として高い評価を

得ている。 

今後も高品質な花きの産地としての評価を維持していくためには、花きの生

産､流通及び販売を行う者の担い手不足や高齢化の進行、さらには花きの需要が

減少しているといった課題があり、これらの課題に対応していく必要がある。 

こうした考え方に立って、花きの振興に関する施策を総合的に推進すること

により、花き産業の持続的な発展及び花きを活用した道民の豊かで健康な暮ら

しの実現を目指し、道民の総意としてこの条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、花きの振興に関し、道、道民、花き産業事業者及び関係団

体の役割を明らかにするとともに、道の施策の基本となる事項を定めること

により、花きの振興に関する施策を推進するとともに、花き産業の持続的な発

展及び道民の豊かで健康な生活の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「花き」とは、観賞の用に供される植物をいう。 

２ この条例において「花き産業」とは、花きの生産、流通及び販売の事業をい

う。 

（道の役割） 

第３条 道は、花きの振興に関する施策を総合的に推進するものとする。 

２ 道は、花きの振興に関する法律（平成 26 年法律第 102 号）第４条第１項に

規定する振興計画を策定するものとする。 

３ 道は、花きの振興に関する施策の推進に当たっては、国、市町村、道民、花

き産業事業者（花き産業を営む者をいう。以下同じ。）及び関係団体との連携

に努めるものとする。 

（道民の役割） 

第４条 道民は、花きに対する理解を深め、日常の生活で花きを活用するよう努

めるものとする。 

２ 道民は、道の実施する花きの振興に関する施策に協力するよう努めるもの

とする。 

（花き産業事業者等の役割） 

第５条 花き産業事業者及び関係団体は、質の高い花きの供給及び道民の花き

の活用を促進するための普及啓発に努めるものとする。 
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２ 花き産業事業者及び関係団体は、道の実施する花きの振興に関する施策に

協力するよう努めるものとする。 

（花きの振興に関する施策） 

第６条 道は、花き産業事業者の安定的な生産及び流通の高度化を図るため、人

材の育成その他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 道は、家庭、学校、地域その他の道民の日常の生活における花きを活用した

取組を促進するため、花きとのふれあいの場及び機会の提供その他の必要な

措置を講ずるものとする。 

３ 道は、道民の花き及び花きの文化に対する理解を深めさせるため、普及啓発、

情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。 

４ 道は、まちづくり及び公共施設、社会福祉施設その他施設における花きを活

用した取組を促進するため、花きの活用に関する情報の提供その他の必要な

措置を講ずるものとする。 

（北海道花の日） 

第７条 道民の花きに対する関心及び理解を深めさせるとともに、積極的に花

きを活用する機運を高めるため、北海道花の日を設ける。 

２ 北海道花の日は、８月７日とする。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 知事は、この条例の施行の日から起算して５年を経過するごとに、社会経済

情勢の変化等を勘案し、この条例の施行の状況等について検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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○ 都市緑地法（昭和 48 年法律第 72 号） 

都市緑地法 

目次 

第一章 総則（第一条―第三条） 

第二章 緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画（第四条） 

第三章 緑地保全地域等 

第一節 緑地保全地域（第五条―第十一条） 

第二節 特別緑地保全地区（第十二条―第十九条） 

第三節 地区計画等の区域内における緑地の保全（第二十条―第二十三条） 

第四節 管理協定（第二十四条―第三十条） 

第五節 雑則（第三十一条―第三十三条） 

第四章 緑化地域等 

第一節 緑化地域（第三十四条―第三十八条） 

第二節 地区計画等の区域内における緑化率規制（第三十九条） 

第三節 雑則（第四十条―第四十四条） 

第五章 緑地協定（第四十五条―第五十四条） 

第六章 市民緑地 

第一節 市民緑地契約（第五十五条―第五十九条） 

第二節 市民緑地設置管理計画の認定（第六十条―第六十八条） 

第七章 緑地保全・緑化推進法人（第六十九条―第七十四条） 

第八章 雑則（第七十五条） 

第九章 罰則（第七十六条―第八十条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、都市における緑地の保全及び緑化の推進に関し必要な事

項を定めることにより、都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）その他の

都市における自然的環境の整備を目的とする法律と相まつて、良好な都市環

境の形成を図り、もつて健康で文化的な都市生活の確保に寄与することを目

的とする。 

（国及び地方公共団体の任務等） 

第二条 国及び地方公共団体は、都市における緑地が住民の健康で文化的な生

活に欠くことのできないものであることにかんがみ、都市における緑地の適

正な保全と緑化の推進に関する措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、その事業活動の実施に当たつて、都市における緑地が適正に確保

されるよう必要な措置を講ずるとともに、国及び地方公共団体がこの法律の
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目的を達成するために行なう措置に協力しなければならない。 

３ 都市の住民は、都市における緑地が適正に確保されるよう自ら努めるとと

もに、国及び地方公共団体がこの法律の目的を達成するために行なう措置に

協力しなければならない。 

（定義） 

第三条 この法律において「緑地」とは、樹林地、草地、水辺地、岩石地若しく

はその状況がこれらに類する土地（農地であるものを含む。）が、単独で若し

くは一体となつて、又はこれらに隣接している土地が、これらと一体となつて、

良好な自然的環境を形成しているものをいう。 

２ この法律において「都市計画区域」とは都市計画法（昭和四十三年法律第百

号）第四条第二項に規定する都市計画区域を、「準都市計画区域」とは同項に

規定する準都市計画区域をいう。 

３ この法律において「首都圏近郊緑地保全区域」とは、首都圏近郊緑地保全法

（昭和四十一年法律第百一号。以下「首都圏保全法」という。）第三条第一項

の規定による近郊緑地保全区域をいう。 

４ この法律において「近畿圏近郊緑地保全区域」とは、近畿圏の保全区域の整

備に関する法律（昭和四十二年法律第百三号。以下「近畿圏保全法」という。）

第五条第一項の規定による近郊緑地保全区域をいう。 

第二章 緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画 

第四条 市町村は、都市における緑地の適正な保全及び緑化の推進に関する措

置で主として都市計画区域内において講じられるものを総合的かつ計画的に

実施するため、当該市町村の緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画（以

下「基本計画」という。）を定めることができる。 

２ 基本計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 緑地の保全及び緑化の目標 

二 緑地の保全及び緑化の推進のための施策に関する事項 

三 地方公共団体の設置に係る都市公園（都市公園法第二条第一項に規定す

る都市公園をいう。第五項において同じ。）の整備及び管理の方針その他緑

地の保全及び緑化の推進の方針に関する事項 

四 特別緑地保全地区内の緑地の保全に関する事項で次に掲げるもの 

イ 緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に関する事項 

ロ 第十七条の規定による土地の買入れ及び買い入れた土地の管理に関す

る事項 

ハ 第二十四条第一項の規定による管理協定（次章第一節及び第二節にお

いて単に「管理協定」という。）に基づく緑地の管理に関する事項 

ニ 第五十五条第一項又は第二項の規定による市民緑地契約（次章第一節
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及び第二節において単に「市民緑地契約」という。）に基づく緑地の管理

に関する事項その他特別緑地保全地区内の緑地の保全に関し必要な事項 

五 生産緑地法（昭和四十九年法律第六十八号）第三条第一項の規定による生

産緑地地区（次号において単に「生産緑地地区」という。）内の緑地の保全

に関する事項 

六 緑地保全地域、特別緑地保全地区及び生産緑地地区以外の区域であつて

重点的に緑地の保全に配慮を加えるべき地区並びに当該地区における緑地

の保全に関する事項 

七 緑化地域における緑化の推進に関する事項 

八 緑化地域以外の区域であつて重点的に緑化の推進に配慮を加えるべき地

区及び当該地区における緑化の推進に関する事項 

３ 基本計画は、環境基本法（平成五年法律第九十一号）第十五条第一項に規定

する環境基本計画との調和が保たれるとともに、景観法（平成十六年法律第百

十号）第八条第二項第一号の景観計画区域をその区域とする市町村にあつて

は同条第一項の景観計画との調和が保たれ、かつ、議会の議決を経て定められ

た当該市町村の建設に関する基本構想に即し、都市計画法第十八条の二第一

項の市町村の都市計画に関する基本的な方針に適合するとともに、首都圏近

郊緑地保全区域をその区域とする市町村にあつては首都圏保全法第四条第一

項の規定による近郊緑地保全計画に、近畿圏近郊緑地保全区域をその区域と

する市町村にあつては近畿圏保全法第三条第一項の規定による保全区域整備

計画に、緑地保全地域をその区域とする市町村にあつては第六条第一項の規

定による緑地保全計画に、それぞれ適合したものでなければならない。 

４ 市町村は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等

住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

５ 市町村は、基本計画に第二項第三号に掲げる事項（都道府県の設置に係る都

市公園の整備及び管理の方針に係るものに限る。）を定めようとする場合にお

いては、当該事項について、あらかじめ、都道府県知事と協議し、その同意を

得なければならない。 

６ 町村は、基本計画に第二項第四号イに掲げる事項を定めようとする場合に

おいては、当該事項について、あらかじめ、都道府県知事と協議してその同意

を得、同号ロからニまでに掲げる事項を定めようとする場合においては、当該

事項について、あらかじめ、都道府県知事と協議しなければならない。 

７ 市町村は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するよう努める

とともに、都道府県知事に通知しなければならない。 

８ 第四項から前項までの規定は、基本計画の変更について準用する。 

第三章 緑地保全地域等 
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第一節 緑地保全地域 

（緑地保全地域に関する都市計画） 

第五条 都市計画区域又は準都市計画区域内の緑地で次の各号のいずれかに該

当する相当規模の土地の区域については、都市計画に緑地保全地域を定める

ことができる。 

一 無秩序な市街地化の防止又は公害若しくは災害の防止のため適正に保全

する必要があるもの 

二 地域住民の健全な生活環境を確保するため適正に保全する必要があるも

の 

（緑地保全計画） 

第六条 緑地保全地域に関する都市計画が定められた場合においては、都道府

県（市の区域内にあつては、当該市。以下「都道府県等」という。）は、当該

緑地保全地域内の緑地の保全に関する計画（以下「緑地保全計画」という。）

を定めなければならない。 

２ 緑地保全計画には、第八条の規定による行為の規制又は措置の基準を定め

るものとする。 

３ 緑地保全計画には、前項に規定するもののほか、次に掲げる事項を定めるこ

とができる。 

一 緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に関する事項 

二 管理協定に基づく緑地の管理に関する事項 

三 市民緑地契約に基づく緑地の管理に関する事項その他緑地保全地域内の

緑地の保全に関し必要な事項 

４ 緑地保全計画は、環境基本法第十五条第一項に規定する環境基本計画との

調和が保たれ、かつ、都市計画法第六条の二第一項の都市計画区域の整備、開

発及び保全の方針に適合したものでなければならない。 

５ 都道府県等は、緑地保全計画を定めようとするときは、あらかじめ、都道府

県にあつては関係町村及び都道府県都市計画審議会の意見を、市にあつては

市町村都市計画審議会（当該市に市町村都市計画審議会が置かれていないと

きは、当該市の存する都道府県の都道府県都市計画審議会）の意見を聴かなけ

ればならない。 

６ 都道府県等は、緑地保全計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表すると

ともに、都道府県にあつては関係町村に通知しなければならない。 

（標識の設置等） 

第七条 都道府県等は、緑地保全地域に関する都市計画が定められたときは、そ

の区域内における標識の設置その他の適切な方法により、その区域が緑地保

全地域である旨を明示しなければならない。 
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２ 緑地保全地域内の土地の所有者又は占有者は、正当な理由がない限り、前項

の標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

３ 何人も、第一項の規定により設けられた標識を設置者の承諾を得ないで移

転し、若しくは除却し、又は汚損し、若しくは損壊してはならない。 

４ 都道府県等は、第一項の規定による行為（緑地保全地域内における標識の設

置に係るものに限る。）により損失を受けた者がある場合においては、その損

失を受けた者に対して、通常生ずべき損失を補償する。 

５ 前項の規定による損失の補償については、都道府県知事（市の区域内にあつ

ては、当該市の長。以下「都道府県知事等」という。）と損失を受けた者が協

議しなければならない。 

６ 前項の規定による協議が成立しない場合においては、都道府県知事等又は

損失を受けた者は、政令で定めるところにより、収用委員会に土地収用法（昭

和二十六年法律第二百十九号）第九十四条第二項の規定による裁決を申請す

ることができる。 

（緑地保全地域における行為の届出等） 

第八条 緑地保全地域（特別緑地保全地区及び第二十条第二項に規定する地区

計画等緑地保全条例により制限を受ける区域を除く。以下この条及び第六章

第二節において同じ。）内において、次に掲げる行為をしようとする者は、国

土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、都道府県知事等にその旨を届

け出なければならない。 

一 建築物その他の工作物の新築、改築又は増築 

二 宅地の造成、土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の

変更 

三 木竹の伐採 

四 水面の埋立て又は干拓 

五 前各号に掲げるもののほか、当該緑地の保全に影響を及ぼすおそれのあ

る行為で政令で定めるもの 

２ 都道府県知事等は、緑地保全地域内において前項の規定により届出を要す

る行為をしようとする者又はした者に対して、当該緑地の保全のために必要

があると認めるときは、その必要な限度において、緑地保全計画で定める基準

に従い、当該行為を禁止し、若しくは制限し、又は必要な措置をとるべき旨を

命ずることができる。 

３ 前項の処分は、第一項の届出をした者に対しては、その届出があつた日から

起算して三十日以内に限り、することができる。 

４ 都道府県知事等は、第一項の届出があつた場合において、実地の調査をする

必要があるとき、その他前項の期間内に第二項の処分をすることができない
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合理的な理由があるときは、その理由が存続する間、前項の期間を延長するこ

とができる。この場合においては、同項の期間内に、第一項の届出をした者に

対し、その旨、延長する期間及び延長する理由を通知しなければならない。 

５ 第一項の届出をした者は、その届出をした日から起算して三十日を経過し

た後でなければ、当該届出に係る行為に着手してはならない。 

６ 都道府県知事等は、当該緑地の保全に支障を及ぼすおそれがないと認める

ときは、前項の期間を短縮することができる。 

７ 前各項の規定にかかわらず、国の機関又は地方公共団体（港湾法（昭和二十

五年法律第二百十八号）に規定する港務局を含む。以下この条において同じ。）

が行う行為については、第一項の届出をすることを要しない。この場合におい

て、当該国の機関又は地方公共団体は、同項の届出を要する行為をしようとす

るときは、あらかじめ、都道府県知事等にその旨を通知しなければならない。 

８ 都道府県知事等は、前項後段の通知があつた場合において、当該緑地の保全

のため必要があると認めるときは、その必要な限度において、当該国の機関又

は地方公共団体に対し、緑地保全計画で定める基準に従い、当該緑地の保全の

ためとるべき措置について協議を求めることができる。 

９ 次に掲げる行為については、第一項、第二項、第七項後段及び前項の規定は、

適用しない。 

一 公益性が特に高いと認められる事業の実施に係る行為のうち、当該緑地

の保全に著しい支障を及ぼすおそれがないと認められるものとして政令で

定めるもの 

二 緑地保全地域に関する都市計画が定められた際既に着手していた行為 

三 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

四 首都圏保全法第四条第一項の規定による近郊緑地保全計画に基づいて行

う行為 

五 近畿圏保全法第八条第四項第一号の政令で定める行為に該当する行為 

六 緑地保全計画に定められた緑地の保全に関連して必要とされる施設の整

備に関する事項に従つて行う行為 

七 管理協定において定められた当該管理協定区域内の緑地の保全に関連し

て必要とされる施設の整備に関する事項に従つて行う行為 

八 市民緑地契約において定められた当該市民緑地内の緑地の保全に関連し

て必要とされる施設の整備に関する事項に従つて行う行為 

九 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの 

（原状回復命令等） 

第九条 都道府県知事等は、前条第二項の規定による処分に違反した者がある

場合においては、その者又はその者から当該土地、建築物その他の工作物若し
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くは物件についての権利を承継した者に対して、相当の期限を定めて、当該緑

地の保全に対する障害を排除するため必要な限度において、その原状回復を

命じ、又は原状回復が著しく困難である場合に、これに代わるべき必要な措置

をとるべき旨を命ずることができる。 

２ 前項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な措置（以下「原状回

復等」という。）を命じようとする場合において、過失がなくて当該原状回復

等を命ずべき者を確知することができないときは、都道府県知事等は、その者

の負担において、当該原状回復等を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任

した者にこれを行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定

めて、当該原状回復等を行うべき旨及びその期限までに当該原状回復等を行

わないときは、都道府県知事等又はその命じた者若しくは委任した者が当該

原状回復等を行う旨をあらかじめ公告しなければならない。 

３ 前項の規定により原状回復等を行おうとする者は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係人の請求があつた場合においては、これを提示しなければなら

ない。 

（損失の補償） 

第十条 都道府県等は、第八条第二項の規定による処分を受けたため損失を受

けた者がある場合においては、その損失を受けた者に対して、通常生ずべき損

失を補償する。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合における当該処分

に係る行為については、この限りでない。 

一 第八条第一項の届出に係る行為をするについて、他に、行政庁の許可その

他の処分を受けるべきことを定めている法律（法律に基づく命令及び条例

を含むものとし、当該許可その他の処分を受けることができないため損失

を受けた者に対して、その損失を補償すべきことを定めているものを除く。）

がある場合において、当該許可その他の処分の申請が却下されたとき、又は

却下されるべき場合に該当するとき。 

二 第八条第一項の届出に係る行為が、次に掲げるものであると認められる

とき。 

イ 都市計画法による開発許可を受けた開発行為により確保された緑地そ

の他これに準ずるものとして政令で定める緑地の保全に支障を及ぼす行

為 

ロ イに掲げるもののほか、社会通念上緑地保全地域に関する都市計画が

定められた趣旨に著しく反する行為 

２ 第七条第五項及び第六項の規定は、前項本文の規定による損失の補償につ

いて準用する。 

（報告及び立入検査等） 
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第十一条 都道府県知事等は、緑地保全地域内の緑地の保全のため必要がある

と認めるときは、その必要な限度において、第八条第二項の規定により行為を

制限され、若しくは必要な措置をとるべき旨を命ぜられた者又はその者から

当該土地、建築物その他の工作物若しくは物件についての権利を承継した者

に対して、当該行為の実施状況その他必要な事項について報告を求めること

ができる。 

２ 都道府県知事等は、第八条及び第九条の規定の施行に必要な限度において、

当該職員をして、緑地保全地域内の土地若しくは建物内に立ち入らせ、又は第

八条第一項各号に掲げる行為の実施状況を検査させ、若しくはこれらの行為

が当該緑地の保全に及ぼす影響を調査させることができる。 

３ 前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があ

つた場合においては、これを提示しなければならない。 

４ 第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。 

第二節 特別緑地保全地区 

（特別緑地保全地区に関する都市計画） 

第十二条 都市計画区域内の緑地で次の各号のいずれかに該当する土地の区域

については、都市計画に特別緑地保全地区を定めることができる。 

一 無秩序な市街地化の防止、公害又は災害の防止等のため必要な遮断地帯、

緩衝地帯又は避難地帯若しくは雨水貯留浸透地帯（雨水を一時的に貯留し

又は地下に浸透させることにより浸水による被害を防止する機能を有する

土地の区域をいう。）として適切な位置、規模及び形態を有するもの 

二 神社、寺院等の建造物、遺跡等と一体となつて、又は伝承若しくは風俗慣

習と結びついて当該地域において伝統的又は文化的意義を有するもの 

三 次のいずれかに該当し、かつ、当該地域の住民の健全な生活環境を確保す

るため必要なもの 

イ 風致又は景観が優れていること。 

ロ 動植物の生息地又は生育地として適正に保全する必要があること。 

２ 首都圏近郊緑地保全区域又は近畿圏近郊緑地保全区域内の特別緑地保全地

区で、それらの近郊緑地保全区域内において近郊緑地の保全のため特に必要

とされるものに関する都市計画の策定に関し必要な基準は、前項の規定にか

かわらず、それぞれ首都圏保全法第五条第一項及び近畿圏保全法第六条第一

項に定めるところによるものとする。 

（標識の設置等についての準用） 

第十三条 第七条の規定は、特別緑地保全地区に関する都市計画が定められた

場合について準用する。この場合において、同条第一項中「緑地保全地域であ
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る」とあるのは「特別緑地保全地区である」と、同条第二項及び第四項中「緑

地保全地域」とあるのは「特別緑地保全地区」と読み替えるものとする。 

（特別緑地保全地区における行為の制限） 

第十四条 特別緑地保全地区内においては、次に掲げる行為は、都道府県知事等

の許可を受けなければ、してはならない。ただし、公益性が特に高いと認めら

れる事業の実施に係る行為のうち当該緑地の保全上著しい支障を及ぼすおそ

れがないと認められるもので政令で定めるもの、当該特別緑地保全地区に関

する都市計画が定められた際既に着手していた行為又は非常災害のため必要

な応急措置として行う行為については、この限りでない。 

一 建築物その他の工作物の新築、改築又は増築 

二 宅地の造成、土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の

変更 

三 木竹の伐採 

四 水面の埋立て又は干拓 

五 前各号に掲げるもののほか、当該緑地の保全に影響を及ぼすおそれのあ

る行為で政令で定めるもの 

２ 都道府県知事等は、前項の許可の申請があつた場合において、その申請に係

る行為が当該緑地の保全上支障があると認めるときは、同項の許可をしては

ならない。 

３ 都道府県知事等は、第一項の許可の申請があつた場合において、当該緑地の

保全のため必要があると認めるときは、許可に期限その他必要な条件を付す

ることができる。 

４ 特別緑地保全地区内において第一項ただし書の政令で定める行為に該当す

る行為で同項各号に掲げるものをしようとする者は、あらかじめ、都道府県知

事等にその旨を通知しなければならない。 

５ 特別緑地保全地区に関する都市計画が定められた際当該特別緑地保全地区

内において既に第一項各号に掲げる行為に着手している者は、その都市計画

が定められた日から起算して三十日以内に、都道府県知事等にその旨を届け

出なければならない。 

６ 特別緑地保全地区内において非常災害のため必要な応急措置として第一項

各号に掲げる行為をした者は、その行為をした日から起算して十四日以内に、

都道府県知事等にその旨を届け出なければならない。 

７ 都道府県知事等は、第四項の通知又は第五項若しくは前項の届出があつた

場合において、当該緑地の保全のため必要があると認めるときは、通知又は届

出をした者に対して、必要な助言又は勧告をすることができる。 

８ 国の機関又は地方公共団体（港湾法に規定する港務局を含む。以下この項に
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おいて同じ。）が行う行為については、第一項の許可を受けることを要しない。

この場合において、当該国の機関又は地方公共団体は、その行為をしようとす

るときは、あらかじめ、都道府県知事等に協議しなければならない。 

９ 次に掲げる行為については、第一項から第七項まで及び前項後段の規定は、

適用しない。 

一 首都圏保全法第四条第一項の規定による近郊緑地保全計画に基づいて行

う行為 

二 近畿圏保全法第八条第四項第一号の政令で定める行為に該当する行為 

三 基本計画において定められた当該特別緑地保全地区内の緑地の保全に関

連して必要とされる施設の整備に関する事項に従つて行う行為 

四 管理協定において定められた当該管理協定区域内の緑地の保全に関連し

て必要とされる施設の整備に関する事項に従つて行う行為 

五 市民緑地契約において定められた当該市民緑地内の緑地の保全に関連し

て必要とされる施設の整備に関する事項に従つて行う行為 

六 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの 

（原状回復命令等についての準用） 

第十五条 第九条の規定は、前条第一項の規定に違反した者又は同条第三項の

規定により許可に付された条件に違反した者がある場合について準用する。 

（損失の補償についての準用） 

第十六条 第十条の規定は、第十四条第一項の許可を受けることができないた

め損失を受けた者がある場合について準用する。この場合において、第十条第

一項第一号及び第二号中「第八条第一項の届出」とあるのは「第十四条第一項

の許可の申請」と、同号ロ中「緑地保全地域」とあるのは「特別緑地保全地区」

と読み替えるものとする。 

（土地の買入れ） 

第十七条 都道府県等は、特別緑地保全地区内の土地で当該緑地の保全上必要

があると認めるものについて、その所有者から第十四条第一項の許可を受け

ることができないためその土地の利用に著しい支障を来すこととなることに

より当該土地を買い入れるべき旨の申出があつた場合においては、第三項の

規定による買入れが行われる場合を除き、これを買い入れるものとする。 

２ 前項の規定による申出があつたときは、都道府県知事にあつては当該土地

の買入れを希望する町村又は第六十九条第一項の規定により指定された緑地

保全・緑化推進法人（第七十条第一号ハに掲げる業務を行うものに限る。以下

この条及び次条において単に「緑地保全・緑化推進法人」という。）を、市長

にあつては当該土地の買入れを希望する都道府県又は緑地保全・緑化推進法

人を、当該土地の買入れの相手方として定めることができる。 
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３ 前項の場合においては、土地の買入れの相手方として定められた都道府県、

町村又は緑地保全・緑化推進法人が、当該土地を買い入れるものとする。 

４ 第一項又は前項の規定による買入れをする場合における土地の価額は、時

価によるものとする。 

（買い入れた土地の管理） 

第十八条 都道府県、市町村又は緑地保全・緑化推進法人は、前条第一項又は第

三項の規定により買い入れた土地については、この法律の目的に適合するよ

うに、かつ、第四条第二項第四号ロに掲げる事項を定める基本計画が定められ

た場合にあつては、当該事項に従つて管理しなければならない。 

（報告及び立入検査等についての準用） 

第十九条 第十一条の規定は、特別緑地保全地区について準用する。この場合に

おいて、同条第一項中「第八条第二項の規定により行為を制限され、若しくは

必要な措置をとるべき旨を命ぜられた」とあるのは「第十四条第一項の規定に

よる許可を受けた」と、同条第二項中「第八条及び第九条」とあるのは「第十

四条の規定及び第十五条において準用する第九条」と、「第八条第一項各号」

とあるのは「第十四条第一項各号」と読み替えるものとする。 

第三節 地区計画等の区域内における緑地の保全 

（地区計画等緑地保全条例） 

第二十条 市町村は、地区計画等（都市計画法第四条第九項に規定する地区計画

等をいう。以下同じ。）の区域（地区整備計画（同法第十二条の五第二項第一

号に規定する地区整備計画をいう。以下この項及び第三十九条第一項におい

て同じ。）、防災街区整備地区整備計画（密集市街地における防災街区の整備の

促進に関する法律（平成九年法律第四十九号）第三十二条第二項第二号に規定

する防災街区整備地区整備計画をいう。第三十九条第一項において同じ。）、沿

道地区整備計画（幹線道路の沿道の整備に関する法律（昭和五十五年法律第三

十四号）第九条第二項第一号に規定する沿道地区整備計画をいう。第三十九条

第一項において同じ。）若しくは集落地区整備計画（集落地域整備法（昭和六

十二年法律第六十三号）第五条第三項に規定する集落地区整備計画をいう。）

において、現に存する樹林地、草地等（緑地であるものに限る。次項において

同じ。）で良好な居住環境を確保するため必要なものの保全に関する事項（地

区整備計画にあつては、都市計画法第十二条の五第七項第四号に該当するも

のを除く。）が定められている区域又は歴史的風致維持向上地区整備計画（地

域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十

号）第三十一条第二項第一号に規定する歴史的風致維持向上地区整備計画を

いう。第三十九条第一項において同じ。）において、現に存する樹林地、草地

その他の緑地で歴史的風致（同法第一条に規定する歴史的風致をいう。第三項
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において同じ。）の維持及び向上を図るとともに、良好な居住環境を確保する

ために必要なものの保全に関する事項が定められている区域（同項において

「歴史的風致維持向上地区整備計画区域」という。）に限り、特別緑地保全地

区を除く。）内において、条例で、当該区域内における第十四条第一項各号に

掲げる行為について、市町村長の許可を受けなければならないこととするこ

とができる。 

２ 前項の規定に基づく条例（以下「地区計画等緑地保全条例」という。）には、

併せて、市町村長が当該樹林地、草地等の保全のために必要があると認めると

きは、許可に期限その他必要な条件を付することができる旨を定めることが

できる。 

３ 地区計画等緑地保全条例による制限は、当該区域内における土地利用の状

況等を考慮し、良好な居住環境の確保（第一項（歴史的風致維持向上地区整備

計画区域に係る部分に限る。）の規定に基づく条例による制限にあつては、歴

史的風致の維持及び向上並びに良好な居住環境の確保）及び都市における緑

地の適正な保全を図るため、合理的に必要と認められる限度において行うも

のとする。 

４ 地区計画等緑地保全条例には、第十四条第一項ただし書、第二項、第四項か

ら第八項まで及び第九項（第一号、第二号、第五号及び第六号に係る部分に限

る。）の規定の例により、当該条例に定める制限の適用除外、許可基準その他

必要な事項を定めなければならない。 

（標識の設置等についての準用） 

第二十一条 第七条の規定は、地区計画等緑地保全条例が定められた場合につ

いて準用する。この場合において、同条第一項及び第四項中「都道府県等」と

あるのは「市町村」と、同条第一項中「緑地保全地域である」とあるのは「地

区計画等緑地保全条例により制限を受ける区域である」と、同条第二項及び第

四項中「緑地保全地域」とあるのは「地区計画等緑地保全条例により制限を受

ける区域」と、同条第五項中「都道府県知事（市の区域内にあつては、当該市

の長。以下「都道府県知事等」という。）」とあるのは「市町村長」と、同条第

六項中「都道府県知事等」とあるのは「市町村長」と読み替えるものとする。 

（原状回復命令等） 

第二十二条 地区計画等緑地保全条例には、第十五条において準用する第九条

の規定及び第十九条において読み替えて準用する第十一条の規定の例により、

原状回復等の命令並びに報告の徴収及び立入検査等をすることができる旨を

定めることができる。 

（損失の補償についての準用） 

第二十三条 第十条の規定は、地区計画等緑地保全条例による許可を受けるこ
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とができないため損失を受けた者がある場合について準用する。この場合に

おいて、同条第一項本文中「都道府県等」とあるのは「市町村」と、同項第一

号及び第二号中「第八条第一項の届出」とあるのは「地区計画等緑地保全条例

による許可の申請」と、同号ロ中「緑地保全地域に関する都市計画」とあるの

は「地区計画等緑地保全条例」と、同条第二項において準用する第七条第五項

中「都道府県知事（市の区域内にあつては、当該市の長。以下「都道府県知事

等」という。）」とあるのは「市町村長」と、第十条第二項において準用する第

七条第六項中「都道府県知事等」とあるのは「市町村長」と読み替えるものと

する。 

第四節 管理協定 

（管理協定の締結等） 

第二十四条 地方公共団体又は第六十九条第一項の規定により指定された緑地

保全・緑化推進法人（第七十条第一号イに掲げる業務を行うものに限る。）は、

緑地保全地域又は特別緑地保全地区内の緑地の保全のため必要があると認め

るときは、当該緑地保全地域又は特別緑地保全地区内の土地又は木竹の所有

者又は使用及び収益を目的とする権利（臨時設備その他一時使用のため設定

されたことが明らかなものを除く。）を有する者（以下「土地の所有者等」と

総称する。）と次に掲げる事項を定めた協定（以下「管理協定」という。）を締

結して、当該土地の区域内の緑地の管理を行うことができる。 

一 管理協定の目的となる土地の区域（以下「管理協定区域」という。） 

二 管理協定区域内の緑地の管理の方法に関する事項 

三 管理協定区域内の緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備が必要

な場合にあつては、当該施設の整備に関する事項 

四 管理協定の有効期間 

五 管理協定に違反した場合の措置 

２ 管理協定については、管理協定区域内の土地の所有者等の全員の合意がな

ければならない。 

３ 管理協定の内容は、次の各号に掲げる基準のいずれにも適合するものでな

ければならない。 

一 緑地保全地域内の緑地に係る管理協定については、基本計画及び緑地保

全計画との調和が保たれ、かつ、緑地保全計画に第六条第三項第二号に掲げ

る事項が定められている場合にあつては当該事項に従つて管理を行うもの

であること。 

二 特別緑地保全地区内の緑地に係る管理協定については、基本計画との調

和が保たれ、かつ、基本計画に第四条第二項第四号ハに掲げる事項が定めら

れている場合にあつては当該事項に従つて管理を行うものであること。 
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三 土地及び木竹の利用を不当に制限するものでないこと。 

四 第一項各号に掲げる事項について国土交通省令で定める基準に適合する

ものであること。 

４ 地方公共団体又は第一項の緑地保全・緑化推進法人は、管理協定に同項第三

号に掲げる事項を定めようとする場合においては、当該事項について、あらか

じめ、都道府県知事等と協議し、その同意を得なければならない。ただし、都

道府県が当該都道府県の区域（市の区域を除く。）内の土地について、又は市

が当該市の区域内の土地について管理協定を締結する場合は、この限りでな

い。 

５ 第一項の緑地保全・緑化推進法人が管理協定を締結しようとするときは、あ

らかじめ、市町村長の認可を受けなければならない。 

（管理協定の縦覧等） 

第二十五条 地方公共団体又は市町村長は、それぞれ管理協定を締結しようと

するとき、又は前条第五項の規定による管理協定の認可の申請があつたとき

は、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公告し、当該管理協定を当

該公告の日から二週間関係人の縦覧に供さなければならない。 

２ 前項の規定による公告があつたときは、関係人は、同項の縦覧期間満了の日

までに、当該管理協定について、地方公共団体又は市町村長に意見書を提出す

ることができる。 

（管理協定の認可） 

第二十六条 市町村長は、第二十四条第五項の規定による管理協定の認可の申

請が、次の各号のいずれにも該当するときは、当該管理協定を認可しなければ

ならない。 

一 申請手続が法令に違反しないこと。 

二 管理協定の内容が、第二十四条第三項各号に掲げる基準のいずれにも適

合するものであること。 

（管理協定の公告等） 

第二十七条 地方公共団体又は市町村長は、それぞれ管理協定を締結し又は前

条の認可をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公告し、

かつ、当該管理協定の写しをそれぞれ当該地方公共団体又は当該市町村の事

務所に備えて公衆の縦覧に供するとともに、管理協定区域である旨を当該区

域内に明示しなければならない。 

（管理協定の変更） 

第二十八条 第二十四条第二項から第五項まで及び前三条の規定は、管理協定

において定めた事項の変更について準用する。 

（管理協定の効力） 
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第二十九条 第二十七条（前条において準用する場合を含む。）の規定による公

告のあつた管理協定は、その公告のあつた後において当該管理協定区域内の

土地の所有者等となつた者に対しても、その効力があるものとする。 

（都市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律の特例） 

第三十条 第二十四条第一項の緑地保全・緑化推進法人が管理協定に基づき管

理する樹木又は樹木の集団で都市の美観風致を維持するための樹木の保存に

関する法律（昭和三十七年法律第百四十二号）第二条第一項の規定に基づき保

存樹又は保存樹林として指定されたものについての同法の規定の適用につい

ては、同法第五条第一項中「所有者」とあるのは「所有者及び緑地保全・緑化

推進法人（都市緑地法第六十九条第一項の規定により指定された緑地保全・緑

化推進法人をいう。以下同じ。）」と、同法第六条第二項及び第八条中「所有者」

とあるのは「緑地保全・緑化推進法人」と、同法第九条中「所有者」とあるの

は「所有者又は緑地保全・緑化推進法人」とする。 

第五節 雑則 

（国の補助） 

第三十一条 国は、都道府県等が行う第十六条において読み替えて準用する第

十条第一項の規定による損失の補償及び第十七条第一項の規定による土地の

買入れ並びに都道府県又は町村が行う同条第三項の規定による土地の買入れ

に要する費用については、予算の範囲内において、政令で定めるところにより、

その一部を補助することができる。 

２ 国は、地方公共団体が行う緑地保全地域内の緑地の保全に関連して必要と

される施設の整備（緑地保全計画又は管理協定において定められた当該施設

の整備に関する事項に従つて行われるものに限る。）又は特別緑地保全地区内

の緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備（基本計画又は管理協定に

おいて定められた当該施設の整備に関する事項に従つて行われるものに限

る。）に要する費用については、予算の範囲内において、政令で定めるところ

により、その一部を補助することができる。 

第三十二条 削除 

（公害等調整委員会の裁定） 

第三十三条 第八条第二項若しくは第十四条第一項又は地区計画等緑地保全条

例（第二十条第一項の許可に係る部分に限る。）の規定による処分に不服があ

る者は、その不服の理由が鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するもの

であるときは、公害等調整委員会に裁定の申請をすることができる。この場合

においては、審査請求をすることができない。 

２ 行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）第二十二条の規定は、前項

に規定する処分につき、処分をした行政庁が誤つて審査請求又は再調査の請
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求をすることができる旨を教示した場合に準用する。 

第四章 緑化地域等 

第一節 緑化地域 

（緑化地域に関する都市計画） 

第三十四条 都市計画区域内の都市計画法第八条第一項第一号に規定する用途

地域が定められた土地の区域のうち、良好な都市環境の形成に必要な緑地が

不足し、建築物の敷地内において緑化を推進する必要がある区域については、

都市計画に、緑化地域を定めることができる。 

２ 緑化地域に関する都市計画には、都市計画法第八条第三項第一号及び第三

号に掲げる事項のほか、建築物の緑化施設（植栽、花壇その他の緑化のための

施設及び敷地内の保全された樹木並びにこれらに附属して設けられる園路、

土留その他の施設（当該建築物の空地、屋上その他の屋外に設けられるものに

限る。）をいう。以下この章において同じ。）の面積の敷地面積に対する割合（以

下「緑化率」という。）の最低限度を定めるものとする。 

３ 前項の都市計画において定める建築物の緑化率の最低限度は、十分の二・五

を超えてはならない。 

（緑化率） 

第三十五条 緑化地域内においては、敷地面積が政令で定める規模以上の建築

物の新築又は増築（当該緑化地域に関する都市計画が定められた際既に着手

していた行為及び政令で定める範囲内の増築を除く。以下この節において同

じ。）をしようとする者は、当該建築物の緑化率を、緑化地域に関する都市計

画において定められた建築物の緑化率の最低限度以上としなければならない。

当該新築又は増築をした建築物の維持保全をする者についても、同様とする。 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しな

い。 

一 その敷地の周囲に広い緑地を有する建築物であつて、良好な都市環境の

形成に支障を及ぼすおそれがないと認めて市町村長が許可したもの 

二 学校その他の建築物であつて、その用途によつてやむを得ないと認めて

市町村長が許可したもの 

三 その敷地の全部又は一部が崖地である建築物その他の建築物であつて、

その敷地の状況によつてやむを得ないと認めて市町村長が許可したもの 

３ 市町村長は、前項各号に規定する許可の申請があつた場合において、良好な

都市環境を形成するため必要があると認めるときは、許可に必要な条件を付

することができる。 

４ 建築物の敷地が、第一項の規定による建築物の緑化率に関する制限が異な

る区域の二以上にわたる場合においては、当該建築物の緑化率は、同項の規定
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にかかわらず、各区域の建築物の緑化率の最低限度（建築物の緑化率に関する

制限が定められていない区域にあつては、零）にその敷地の当該区域内にある

各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合計以上でなけれ

ばならない。 

（一の敷地とみなすことによる緑化率規制の特例） 

第三十六条 建築基準法第八十六条第一項から第四項まで（これらの規定を同

法第八十六条の二第八項において準用する場合を含む。）の規定により一の敷

地とみなされる一団地又は一定の一団の土地の区域内の建築物については、

当該一団地又は区域を当該建築物の一の敷地とみなして前条の規定を適用す

る。 

（違反建築物に対する措置） 

第三十七条 市町村長は、第三十五条（第三項を除く。）の規定又は同項の規定

により許可に付された条件に違反している事実があると認めるときは、当該

建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対して、相当の期限を定

めて、その違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を命ずることがで

きる。 

２ 国又は地方公共団体（港湾法に規定する港務局を含む。以下この項において

同じ。）の建築物については、前項の規定は、適用しない。この場合において、

市町村長は、国又は地方公共団体の建築物が第三十五条（第三項を除く。）の

規定又は同条第三項の規定により許可に付された条件に違反している事実が

あると認めるときは、その旨を当該建築物を管理する機関の長に通知し、前項

に規定する措置をとるべき旨を要請しなければならない。 

（報告及び立入検査） 

第三十八条 市町村長は、前条の規定の施行に必要な限度において、政令で定め

るところにより、建築物の新築若しくは増築又は維持保全をする者に対し、建

築物の緑化率の最低限度に関する基準への適合若しくは緑化施設の管理に関

する事項に関し報告させ、又はその職員に、建築物若しくはその敷地若しくは

それらの工事現場に立ち入り、建築物、緑化施設、書類その他の物件を検査さ

せることができる。 

２ 第十一条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による立入検査について

準用する。 

第二節 地区計画等の区域内における緑化率規制 

第三十九条 市町村は、地区計画等の区域（地区整備計画、特定建築物地区整備

計画（密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第三十二条第

二項第一号に規定する特定建築物地区整備計画をいう。）、防災街区整備地区

整備計画、歴史的風致維持向上地区整備計画又は沿道地区整備計画において
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建築物の緑化率の最低限度が定められている区域に限る。）内において、当該

地区計画等の内容として定められた建築物の緑化率の最低限度を、条例で、建

築物の新築又は増築及び当該新築又は増築をした建築物の維持保全に関する

制限として定めることができる。 

２ 前項の規定に基づく条例（以下「地区計画等緑化率条例」という。以下同じ。）

による制限は、建築物の利用上の必要性、当該区域内における土地利用の状況

等を考慮し、緑化の推進による良好な都市環境の形成を図るため、合理的に必

要と認められる限度において、政令で定める基準に従い、行うものとする。 

３ 地区計画等緑化率条例には、第三十七条及び前条の規定の例により、違反是

正のための措置並びに報告の徴収及び立入検査をすることができる旨を定め

ることができる。 

第三節 雑則 

（緑化施設の面積の算出方法） 

第四十条 建築物の緑化率の算定の基礎となる緑化施設の面積は、国土交通省

令で定めるところにより算出するものとする。 

（建築基準関係規定） 

第四十一条 第三十五条、第三十六条及び第三十九条第一項の規定は、建築基準

法第六条第一項に規定する建築基準関係規定（以下単に「建築基準関係規定」

という。）とみなす。 

（制限の特例） 

第四十二条 第三十五条及び第三十九条第一項の規定は、次の各号のいずれか

に該当する建築物については、適用しない。 

一 建築基準法第三条第一項各号に掲げる建築物 

二 建築基準法第八十五条第一項又は第二項に規定する応急仮設建築物であ

つて、その建築物の工事を完了した後三月以内であるもの又は同条第三項

の許可を受けたもの 

三 建築基準法第八十五条第二項に規定する工事を施工するために現場に設

ける事務所、下小屋、材料置場その他これらに類する仮設建築物 

四 建築基準法第八十五条第五項又は第六項の許可を受けた建築物 

（緑化施設の工事の認定） 

第四十三条 第三十五条又は地区計画等緑化率条例の規定による規制の対象と

なる建築物の新築又は増築をしようとする者は、気温その他のやむを得ない

理由により建築基準法第六条第一項の規定による工事の完了の日までに緑化

施設に関する工事（植栽工事に係るものに限る。以下この条において同じ。）

を完了することができない場合においては、国土交通省令で定めるところに

より、市町村長に申し出て、その旨の認定を受けることができる。 
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２ 建築基準法第七条第四項に規定する建築主事等又は同法第七条の二第一項

の規定による指定を受けた者は、前項の認定を受けた者に対し、その検査に係

る建築物及びその敷地が、緑化施設に関する工事が完了していないことを除

き、建築基準関係規定に適合していることを認めた場合においては、同法第七

条第五項又は第七条の二第五項の規定にかかわらず、これらの規定による検

査済証を交付しなければならない。 

３ 前項の規定による検査済証の交付を受けた者は、第一項のやむを得ない理

由がなくなつた後速やかに緑化施設に関する工事を完了しなければならない。 

４ 第三十七条及び第三十八条の規定は、前項の規定の違反について準用する。 

（緑化施設の管理） 

第四十四条 市町村は、条例で、第三十五条又は地区計画等緑化率条例の規定に

より設けられた緑化施設の管理の方法の基準を定めることができる。 

第五章 緑地協定 

（緑地協定の締結等） 

第四十五条 都市計画区域又は準都市計画区域内における相当規模の一団の土

地又は道路、河川等に隣接する相当の区間にわたる土地（これらの土地のうち、

公共施設の用に供する土地その他の政令で定める土地を除く。）の所有者及び

建築物その他の工作物の所有を目的とする地上権又は賃借権（臨時設備その

他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。以下「借地権等」と

いう。）を有する者（土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）第九十

八条第一項（大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別

措置法（昭和五十年法律第六十七号）第八十三条において準用する場合を含む。

以下この項、第四十九条第一項及び第二項並びに第五十一条第一項、第二項及

び第五項において同じ。）の規定により仮換地として指定された土地にあつて

は、当該土地に対応する従前の土地の所有者及び借地権等を有する者。以下

「土地所有者等」と総称する。）は、地域の良好な環境を確保するため、その

全員の合意により、当該土地の区域における緑地の保全又は緑化に関する協

定（以下「緑地協定」という。）を締結することができる。ただし、当該土地

（土地区画整理法第九十八条第一項の規定により仮換地として指定された土

地にあつては、当該土地に対応する従前の土地）の区域内に借地権等の目的と

なつている土地がある場合においては、当該借地権等の目的となつている土

地の所有者以外の土地所有者等の全員の合意があれば足りる。 

２ 緑地協定においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

一 緑地協定の目的となる土地の区域（以下「緑地協定区域」という。） 

二 次に掲げる緑地の保全又は緑化に関する事項のうち必要なもの 

イ 保全又は植栽する樹木等の種類 
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ロ 樹木等を保全又は植栽する場所 

ハ 保全又は設置する垣又はさくの構造 

ニ 保全又は植栽する樹木等の管理に関する事項 

ホ その他緑地の保全又は緑化に関する事項 

三 緑地協定の有効期間 

四 緑地協定に違反した場合の措置 

３ 緑地協定においては、前項各号に掲げるもののほか、都市計画区域又は準都

市計画区域内の土地のうち、緑地協定区域に隣接した土地であつて、緑地協定

区域の一部とすることにより地域の良好な環境の確保に資するものとして緑

地協定区域の土地となることを当該緑地協定区域内の土地所有者等が希望す

るもの（以下「緑地協定区域隣接地」という。）を定めることができる。 

４ 第一項の規定による緑地協定は、市町村長の認可を受けなければならない。 

（認可の申請に係る緑地協定の縦覧等） 

第四十六条 市町村長は、前条第四項の規定による緑地協定の認可の申請があ

つたときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公告し、当該緑地

協定を当該公告の日から二週間関係人の縦覧に供さなければならない。 

２ 前項の規定による公告があつたときは、関係人は、同項の縦覧期間満了の日

までに、当該緑地協定について、市町村長に意見書を提出することができる。 

（緑地協定の認可） 

第四十七条 市町村長は、第四十五条第四項の規定による緑地協定の認可の申

請が、次の各号に該当するときは、当該緑地協定を認可しなければならない。 

一 申請手続が法令に違反しないこと。 

二 土地の利用を不当に制限するものでないこと。 

三 第四十五条第二項各号に掲げる事項について国土交通省令で定める基準

に適合するものであること。 

四 緑地協定において緑地協定区域隣接地を定める場合には、その区域の境

界が明確に定められていることその他の緑地協定区域隣接地について国土

交通省令で定める基準に適合するものであること。 

２ 市町村長は、前項の認可をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、

その旨を公告し、かつ、当該緑地協定の写しを当該市町村の事務所に備えて公

衆の縦覧に供するとともに、緑地協定区域である旨を当該区域内に明示しな

ければならない。 

（緑地協定の変更） 

第四十八条 緑地協定区域内における土地所有者等（当該緑地協定の効力が及

ばない者を除く。）は、緑地協定において定めた事項を変更しようとする場合

においては、その全員の合意をもつてその旨を定め、市町村長の認可を受けな
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ければならない。 

２ 前二条の規定は、前項の変更の認可について準用する。 

第四十九条 緑地協定区域内の土地（土地区画整理法第九十八条第一項の規定

により仮換地として指定された土地にあつては、当該土地に対応する従前の

土地）で当該緑地協定の効力が及ばない者の所有するものの全部又は一部に

ついて借地権等が消滅した場合においては、その借地権等の目的となつてい

た土地（同項の規定により仮換地として指定された土地に対応する従前の土

地にあつては、当該土地についての仮換地として指定された土地）は、当該緑

地協定区域から除かれるものとする。 

２ 緑地協定区域内の土地で土地区画整理法第九十八条第一項の規定により仮

換地として指定されたものが、同法第八十六条第一項の換地計画又は大都市

地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法第七十二条第

一項の換地計画において当該土地に対応する従前の土地についての換地とし

て定められず、かつ、土地区画整理法第九十一条第三項（大都市地域における

住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法第八十二条において準用す

る場合を含む。）の規定により当該土地に対応する従前の土地の所有者に対し

てその共有持分を与えるように定められた土地としても定められなかつたと

きは、当該土地は、土地区画整理法第百三条第四項（大都市地域における住宅

及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法第八十三条において準用する場

合を含む。）の公告があつた日が終了した時において当該緑地協定区域から除

かれるものとする。 

３ 前二項の規定により緑地協定区域内の土地が当該緑地協定区域から除かれ

た場合においては、当該借地権等を有していた者又は当該仮換地として指定

されていた土地に対応する従前の土地に係る土地所有者等（当該緑地協定の

効力が及ばない者を除く。）は、遅滞なく、その旨を市町村長に届け出なけれ

ばならない。 

４ 第四十七条第二項の規定は、前項の規定による届出があつた場合その他市

町村長が第一項又は第二項の規定により緑地協定区域内の土地が当該緑地協

定区域から除かれたことを知つた場合について準用する。 

（緑地協定の効力） 

第五十条 第四十七条第二項（第四十八条第二項において準用する場合を含む。）

の規定による認可の公告のあつた緑地協定は、その公告のあつた後において

当該緑地協定区域内の土地所有者等となつた者（当該緑地協定について第四

十五条第一項又は第四十八条第一項の規定による合意をしなかつた者の有す

る土地の所有権を承継した者を除く。）に対しても、その効力があるものとす

る。 
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（緑地協定の認可の公告のあつた後緑地協定に加わる手続等） 

第五十一条 緑地協定区域内の土地の所有者（土地区画整理法第九十八条第一

項の規定により仮換地として指定された土地にあつては、当該土地に対応す

る従前の土地の所有者）で当該緑地協定の効力が及ばないものは、第四十七条

第二項（第四十八条第二項において準用する場合を含む。）の規定による認可

の公告のあつた後いつでも、市町村長に対して書面でその意思を表示するこ

とによつて、当該緑地協定に加わることができる。 

２ 緑地協定区域隣接地の区域内の土地に係る土地所有者等は、第四十七条第

二項（第四十八条第二項において準用する場合を含む。）の規定による認可の

公告のあつた後いつでも、当該土地に係る土地所有者等の全員の合意により、

市町村長に対して書面でその意思を表示することによつて、緑地協定に加わ

ることができる。ただし、当該土地（土地区画整理法第九十八条第一項の規定

により仮換地として指定された土地にあつては、当該土地に対応する従前の

土地）の区域内に借地権等の目的となつている土地がある場合においては、当

該借地権等の目的となつている土地の所有者以外の土地所有者等の全員の合

意があれば足りる。 

３ 緑地協定区域隣接地の区域内の土地に係る土地所有者等で前項の意思を表

示したものに係る土地の区域は、その意思の表示のあつた時以後、緑地協定区

域の一部となるものとする。 

４ 第四十七条第二項の規定は、第一項又は第二項の規定による意思の表示が

あつた場合について準用する。 

５ 緑地協定は、第一項又は第二項の規定により当該緑地協定に加わつた者が

その時において所有し、又は借地権等を有していた当該緑地協定区域内の土

地（土地区画整理法第九十八条第一項の規定により仮換地として指定された

土地にあつては、当該土地に対応する従前の土地）について、前項において準

用する第四十七条第二項の規定による公告のあつた後において土地所有者等

となつた者（当該緑地協定について第二項の規定による合意をしなかつた者

の有する土地の所有権を承継した者及び前条の規定の適用がある者を除く。）

に対しても、その効力があるものとする。 

（緑地協定の廃止） 

第五十二条 緑地協定区域内の土地所有者等（当該緑地協定の効力が及ばない

者を除く。）は、第四十五条第四項又は第四十八条第一項の認可を受けた緑地

協定を廃止しようとする場合においては、その過半数の合意をもつてその旨

を定め、市町村長の認可を受けなければならない。 

２ 市町村長は、前項の認可をしたときは、その旨を公告しなければならない。 

（土地の共有者等の取扱い） 
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第五十三条 土地又は借地権等が数人の共有に属するときは、第四十五条第一

項、第四十八条第一項、第五十一条第一項及び第二項並びに前条第一項の規定

の適用については、合わせて一の所有者又は借地権等を有する者とみなす。 

（緑地協定の設定の特則） 

第五十四条 都市計画区域又は準都市計画区域内における相当規模の一団の土

地（第四十五条第一項の政令で定める土地を除く。）で、一の所有者以外に土

地所有者等が存しないものの所有者は、地域の良好な環境の確保のため必要

があると認めるときは、市町村長の認可を受けて、当該土地の区域を緑地協定

区域とする緑地協定を定めることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による緑地協定の認可の申請が第四十七条第一項

各号に該当し、かつ、当該緑地協定が地域の良好な環境の確保のため必要であ

ると認める場合に限り、当該緑地協定を認可するものとする。 

３ 第四十七条第二項の規定は、市町村長が前項の規定により認可した場合に

ついて準用する。 

４ 第二項の規定による認可を受けた緑地協定は、認可の日から起算して三年

以内において当該緑地協定区域内の土地に二以上の土地所有者等が存するこ

ととなつた時から、第四十七条第二項の規定による認可の公告のあつた緑地

協定と同一の効力を有する緑地協定となる。 

第六章 市民緑地 

第一節 市民緑地契約 

（市民緑地契約の締結等） 

第五十五条 地方公共団体又は第六十九条第一項の規定により指定された緑地

保全・緑化推進法人（第七十条第一号ロに掲げる業務を行うものに限る。）は、

良好な都市環境の形成を図るため、都市計画区域又は準都市計画区域内にお

ける政令で定める規模以上の土地又は人工地盤、建築物その他の工作物（以下

「土地等」という。）の所有者の申出に基づき、当該土地等の所有者と次に掲

げる事項を定めた契約（以下「市民緑地契約」という。）を締結して、当該土

地等に住民の利用に供する緑地又は緑化施設（植栽、花壇その他の緑化のため

の施設及びこれに附属して設けられる園路、土留その他の施設をいう。以下同

じ。）を設置し、これらの緑地又は緑化施設（以下「市民緑地」という。）を管

理することができる。 

一 市民緑地契約の目的となる土地等の区域 

二 次に掲げる事項のうち必要なもの 

イ 園路、広場その他の市民緑地を利用する住民の利便のため必要な施設

の整備に関する事項 

ロ 市民緑地内の緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に関する
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事項 

ハ 緑化施設の整備に関する事項 

三 市民緑地の管理の方法に関する事項 

四 市民緑地の管理期間 

五 市民緑地契約に違反した場合の措置 

２ 地方公共団体又は前項の緑地保全・緑化推進法人は、緑地保全地域、特別緑

地保全地区若しくは第四条第二項第六号の地区内の緑地の保全又は緑化地域

若しくは同項第八号の地区内の緑化の推進のため必要があると認めるときは、

前項の規定にかかわらず、同項の規定による土地等の所有者の申出がない場

合であつても、当該地区内における同項に規定する土地等の所有者と市民緑

地契約を締結して、当該土地等に市民緑地を設置し、これを管理することがで

きる。 

３ 市民緑地契約の内容は、基本計画（緑地保全地域内にあつては、基本計画及

び緑地保全計画。第六十一条第一項第六号において同じ。）との調和が保たれ

たものでなければならない。 

４ 市民緑地の管理期間は、一年以上で国土交通省令で定める期間以上でなけ

ればならない。 

５ 地方公共団体は、首都圏近郊緑地保全区域、近畿圏近郊緑地保全区域、緑地

保全地域、特別緑地保全地区又は地区計画等緑地保全条例により制限を受け

る区域内の土地について締結する市民緑地契約に第一項第二号ロに掲げる事

項を定めようとする場合においては、あらかじめ、当該市民緑地契約の対象と

なる土地の区域が第一号に掲げるものである場合にあつては同号に定める者

に当該事項を届け出、第二号又は第三号に掲げるものである場合にあつては

それぞれ第二号又は第三号に定める者と当該事項について協議しその同意を

得なければならない。 

一 首都圏近郊緑地保全区域（緑地保全地域及び特別緑地保全地区を除く。以

下同じ。）及び近畿圏近郊緑地保全区域（緑地保全地域及び特別緑地保全地

区を除く。以下同じ。）内の土地の区域 都府県知事（当該土地が地方自治

法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市

（以下「指定都市」という。）の区域内に存する場合にあつては、当該指定

都市の長） 

二 緑地保全地域（地区計画等緑地保全条例により制限を受ける区域を除く。

第八項第二号において同じ。）及び特別緑地保全地区内の土地の区域 都道

府県知事等 

三 地区計画等緑地保全条例により制限を受ける区域内の土地の区域 市町

村長 
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６ 首都圏保全法第七条第二項の規定は首都圏近郊緑地保全区域内の土地につ

いて前項の規定による届出があつた場合について、近畿圏保全法第八条第二

項の規定は近畿圏近郊緑地保全区域内の土地について前項の規定による届出

があつた場合について準用する。 

７ 第一項の緑地保全・緑化推進法人は、首都圏近郊緑地保全区域、近畿圏近郊

緑地保全区域、緑地保全地域、特別緑地保全地区又は地区計画等緑地保全条例

により制限を受ける区域内の土地について締結する市民緑地契約に同項第二

号ロに掲げる事項を定めようとする場合においては、当該事項について、あら

かじめ、当該市民緑地契約の対象となる土地の区域が第五項第一号に掲げる

ものである場合にあつては同号に定める者と協議し、同項第二号又は第三号

に掲げるものである場合にあつてはそれぞれ同項第二号又は第三号に定める

者と協議しその同意を得なければならない。 

８ 第五項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。 

一 首都圏近郊緑地保全区域又は近畿圏近郊緑地保全区域内において、都道

府県又は指定都市がそれぞれ当該都道府県又は当該指定都市の区域内の土

地について市民緑地契約を締結する場合 

二 緑地保全地域又は特別緑地保全地区内において、都道府県が当該都道府

県の区域（市の区域を除く。）内の土地について、又は市が当該市の区域内

の土地についてそれぞれ市民緑地契約を締結する場合 

三 地区計画等緑地保全条例により制限を受ける区域内において、市町村が

当該市町村の区域内の土地について市民緑地契約を締結する場合 

９ 地方公共団体又は第一項の緑地保全・緑化推進法人は、市民緑地契約を締結

したときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公告し、かつ、市

民緑地の区域である旨を当該区域内に明示しなければならない。 

（国の補助） 

第五十六条 国は、市民緑地契約に基づき地方公共団体が行う市民緑地を利用

する住民の利便のために必要な施設及び市民緑地内の緑地の保全に関連して

必要とされる施設の整備に要する費用については、予算の範囲内において、政

令で定めるところにより、その一部を補助することができる。 

（国等の援助） 

第五十七条 国及び地方公共団体は、市民緑地の適切な管理を図るため、市民緑

地の設置及び管理を行う地方公共団体又は第五十五条第一項の緑地保全・緑

化推進法人に対し、必要な助言、指導その他の援助を行うよう努めるものとす

る。 

（首都圏保全法等の特例） 

第五十八条 首都圏近郊緑地保全区域内において行う行為で、市民緑地契約に
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おいて定められた当該市民緑地内の緑地の保全に関連して必要とされる施設

の整備に関する事項に従つて行うものについては、首都圏保全法第七条第一

項及び第二項の規定は、適用しない。 

２ 近畿圏近郊緑地保全区域内において行う行為で、市民緑地契約において定

められた当該市民緑地内の緑地の保全に関連して必要とされる施設の整備に

関する事項に従つて行うものについては、近畿圏保全法第八条第一項及び第

二項の規定は、適用しない。 

（都市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律の特例の準用） 

第五十九条 第三十条の規定は、第五十五条第一項の緑地保全・緑化推進法人が

管理する市民緑地内の樹木又は樹木の集団で都市の美観風致を維持するため

の樹木の保存に関する法律第二条第一項の規定に基づき保存樹又は保存樹林

として指定されたものについて準用する。 

第二節 市民緑地設置管理計画の認定 

（市民緑地設置管理計画の認定） 

第六十条 緑化地域又は第四条第二項第八号の地区内の土地等に市民緑地を設

置し、これを管理しようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、当

該市民緑地の設置及び管理に関する計画（以下「市民緑地設置管理計画」とい

う。）を作成し、市町村長の認定を申請することができる。 

２ 市民緑地設置管理計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 市民緑地を設置する土地等の区域及びその面積 

二 市民緑地を設置するに当たり整備する次に掲げる施設の概要、規模及び

配置 

イ 緑化施設 

ロ 園路、広場その他の市民緑地を利用する住民の利便のため必要な施設 

ハ 市民緑地内の緑地の保全に関連して必要とされる施設 

三 市民緑地の管理の方法 

四 市民緑地の管理期間 

五 市民緑地の設置及び管理の資金計画 

六 その他国土交通省令で定める事項 

（市民緑地設置管理計画の認定基準等） 

第六十一条 市町村長は、前条第一項の規定による認定の申請があつた場合に

おいて、当該申請に係る市民緑地設置管理計画が次に掲げる基準（当該市民緑

地設置管理計画が町村の区域内における市民緑地の設置及び管理に係るもの

である場合にあつては、第八号に掲げる基準を除く。）に適合すると認めると

きは、その認定をすることができる。 

一 市民緑地を設置する土地等の区域の周辺の地域において、良好な都市環
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境の形成に必要な緑地が不足していること。 

二 市民緑地を設置する土地等の区域の面積が、国土交通省令で定める規模

以上であること。 

三 市民緑地を設置するに当たり整備する緑化施設の面積の前号に規定する

面積に対する割合が、国土交通省令で定める割合以上であること。 

四 市民緑地の管理の方法が、市民緑地の管理が適切に行われるために必要

なものとして国土交通省令で定める基準に適合するものであること。 

五 市民緑地の管理期間が、一年以上で国土交通省令で定める期間以上であ

ること。 

六 市民緑地設置管理計画の内容が、基本計画と調和が保たれ、かつ、良好な

都市環境の形成に貢献するものであること。 

七 市民緑地設置管理計画を遂行するために必要な経済的基礎及びこれを的

確に遂行するために必要なその他の能力が十分であること。 

八 市民緑地設置管理計画に記載された前条第二項第二号イ又はロに掲げる

施設の整備に係る行為が、特別緑地保全地区内において行う行為であつて

第十四条第一項の許可を受けなければならないものである場合には、当該

施設の整備に関する事項が同条第二項の規定により当該許可をしてはなら

ない場合に該当しないこと。 

九 その他市民緑地の設置及び管理が適正かつ確実に実施されるものとして

国土交通省令で定める基準に適合するものであること。 

２ 前項第三号の緑化施設の面積は、国土交通省令で定めるところにより算出

するものとする。 

３ 市町村長は、第一項の認定をしようとする場合において、その申請に係る市

民緑地設置管理計画に記載された前条第二項第二号イからハまでに掲げる施

設の整備に係る行為が次の各号に掲げる行為のいずれかに該当するときは、

当該市民緑地設置管理計画について、あらかじめ、それぞれ当該各号に定める

者に協議し、当該施設の整備に係る行為が第二号又は第三号に掲げる行為の

いずれかに該当するものである場合にあつては、その同意を得なければなら

ない。 

一 指定都市以外の市町村の区域内の首都圏近郊緑地保全区域又は近畿圏近

郊緑地保全区域内において行う行為であつて、首都圏保全法第七条第一項

又は近畿圏保全法第八条第一項の規定による届出をしなければならないも

の 都府県知事 

二 町村の区域内の緑地保全地域内において行う行為であつて、第八条第一

項の規定による届出をしなければならないもの 都道府県知事 

三 町村の区域内の特別緑地保全地区内において行う行為であつて、第十四



44 

 

条第一項の許可を受けなければならないもの 都道府県知事 

４ 都道府県知事は、前項第三号に掲げる行為に係る市民緑地設置管理計画に

ついての協議があつた場合において、当該協議に係る前条第二項第二号イ又

はロに掲げる施設の整備に係る行為が、第十四条第二項の規定により同条第

一項の許可をしてはならない場合に該当しないと認めるときは、前項の同意

をするものとする。 

５ 市町村長は、第一項の認定をしたときは、国土交通省令で定めるところによ

り、その旨及び当該認定に係る市民緑地の区域を公告しなければならない。 

（市民緑地設置管理計画の変更） 

第六十二条 前条第一項の認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）は、

当該認定を受けた市民緑地設置管理計画の変更（国土交通省令で定める軽微

な変更を除く。）をしようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、

市町村長の認定を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の認定について準用する。 

（報告の徴収） 

第六十三条 市町村長は、認定事業者に対し、第六十一条第一項の認定を受けた

市民緑地設置管理計画（変更があつたときは、その変更後のもの。以下「認定

計画」という。）に係る市民緑地の設置及び管理の状況について報告を求める

ことができる。 

（改善命令） 

第六十四条 市町村長は、認定事業者が認定計画に従つて市民緑地の設置及び

管理を行つていないと認めるときは、当該認定事業者に対し、相当の期間を定

めて、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

（認定の取消し） 

第六十五条 市町村長は、認定事業者が前条の規定による命令に違反したとき

は、第六十一条第一項の認定を取り消すことができる。 

（首都圏保全法等の特例） 

第六十六条 認定事業者が認定計画に従つて首都圏近郊緑地保全区域内におい

て第六十条第二項第二号イからハまでに掲げる施設を整備するため行う行為

については、首都圏保全法第七条第一項及び第二項の規定は、適用しない。 

２ 認定事業者が認定計画に従つて近畿圏近郊緑地保全区域内において第六十

条第二項第二号イからハまでに掲げる施設を整備するため行う行為について

は、近畿圏保全法第八条第一項及び第二項の規定は、適用しない。 

３ 認定事業者が認定計画に従つて緑地保全地域内において第六十条第二項第

二号イからハまでに掲げる施設を整備するため行う行為については、第八条

第一項及び第二項の規定は、適用しない。 
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４ 認定事業者が認定計画に従つて特別緑地保全地区内において第六十条第二

項第二号イ又はロに掲げる施設を整備するため第十四条第一項の許可を受け

なければならない行為を行う場合には、当該許可があつたものとみなす。 

５ 認定事業者が認定計画に従つて特別緑地保全地区内において第六十条第二

項第二号ハに掲げる施設を整備するため行う行為については、第十四条第一

項から第七項までの規定は、適用しない。 

（認定市民緑地の管理） 

第六十七条 地方公共団体又は第六十九条第一項の規定により指定された緑地

保全・緑化推進法人（第七十条第一号ロに掲げる業務を行うものに限る。）は、

認定事業者との契約に基づき、認定計画に従つて設置された市民緑地（次条に

おいて「認定市民緑地」という。）を管理することができる。 

（都市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律の特例の準用） 

第六十八条 第三十条の規定は、前条の緑地保全・緑化推進法人が同条の規定に

基づき管理する認定市民緑地内の樹木又は樹木の集団で都市の美観風致を維

持するための樹木の保存に関する法律第二条第一項の規定に基づき保存樹又

は保存樹林として指定されたものについて準用する。 

第七章 緑地保全・緑化推進法人 

（指定） 

第六十九条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条

第二項に規定する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人

その他の営利を目的としない法人又は都市における緑地の保全及び緑化の推

進を図ることを目的とする会社であつて、次条各号に掲げる業務を適正かつ

確実に行うことができると認められるものを、その申請により、緑地保全・緑

化推進法人（以下「推進法人」という。）として指定することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該推進法人の名称、住

所及び事務所の所在地を公示しなければならない。 

３ 推進法人は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするときは、

あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る事項を

公示しなければならない。 

（業務） 

第七十条 推進法人は、当該市町村の区域内において、次に掲げる業務を行うも

のとする。 

一 次のいずれかに掲げる業務 

イ 管理協定に基づく緑地の管理を行うこと。 

ロ 市民緑地の設置及び管理を行うこと。 
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ハ 主として都市計画区域内の緑地の買取り及び買い取つた緑地の保全を

行うこと。 

二 緑地の保全及び緑化の推進に関する情報又は資料を収集し、及び提供す

ること。 

三 緑地の保全及び緑化の推進に関し必要な助言及び指導を行うこと。 

四 緑地の保全及び緑化の推進に関する調査及び研究を行うこと。 

五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（地方公共団体との連携） 

第七十一条 推進法人は、地方公共団体との密接な連携の下に前条第一号に掲

げる業務を行わなければならない。 

（改善命令） 

第七十二条 市町村長は、推進法人の業務の運営に関し改善が必要であると認

めるときは、推進法人に対し、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずる

ことができる。 

（指定の取消し等） 

第七十三条 市町村長は、推進法人が前条の規定による命令に違反したときは、

その指定を取り消すことができる。 

２ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しな

ければならない。 

（情報の提供等） 

第七十四条 国及び地方公共団体は、推進法人に対し、その業務の実施に関し必

要な情報の提供又は指導及び助言を行うものとする。 

第八章 雑則 

（経過措置） 

第七十五条 この法律の規定に基づき政令又は国土交通省令を制定し、又は改

廃する場合においては、それぞれ、政令又は国土交通省令で、その制定又は改

廃に伴い合理的に必要とされる範囲内において、所要の経過措置（罰則に関す

る経過措置を含む。）を定めることができる。 

第九章 罰則 

第七十六条 第九条第一項（第十五条において準用する場合を含む。）又は第三

十七条第一項（第四十三条第四項において準用する場合を含む。）の規定によ

る命令に違反した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

第七十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万

円以下の罰金に処する。 

一 第十四条第一項の規定に違反した者 

二 第十四条第三項の規定により許可に付された条件に違反した者 
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第七十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処す

る。 

一 第七条第三項（第十三条において準用する場合を含む。）又は第八条第五

項の規定に違反した者 

二 第八条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

三 第八条第二項の規定による都道府県知事等の命令又は第七十二条の規定

による市町村長の命令に違反する行為をした者 

四 第十一条第一項（第十九条において読み替えて準用する場合を含む。）、第

三十八条第一項（第四十三条第四項において準用する場合を含む。）又は第

六十三条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

五 第十一条第二項（第十九条において読み替えて準用する場合を含む。）の

規定による立入検査若しくは立入調査又は第三十八条第一項（第四十三条

第四項において準用する場合を含む。）の規定による立入検査を拒み、妨げ、

又は忌避した者 

第七十九条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業

者が、その法人又は人の業務又は財産に関して前三条の違反行為をしたとき

は、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

第八十条 地区計画等緑地保全条例、地区計画等緑化率条例又は第四十四条の

規定に基づく条例には、これに違反した者に対し、三十万円以下の罰金に処す

る旨の規定を設けることができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月をこえない範囲内において政令で

定める日から施行する。 

（首都圏近郊緑地保全法の一部改正） 

２ 首都圏近郊緑地保全法の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（近畿圏の保全区域の整備に関する法律の一部改正） 

３ 近畿圏の保全区域の整備に関する法律の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（都市計画法の一部改正） 

４ 都市計画法の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関する法律の一部改正） 

５ 鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関する法律（昭和二十五年法律第二

百九十二号）の一部を次のように改正する。 
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〔次のよう略〕 

（首都圏近郊緑地保全法等の一部改正に伴う経過措置） 

６ この法律の施行前にこの法律による改正前の首都圏近郊緑地保全法、近畿

圏の保全区域の整備に関する法律又は鉱業等に係る土地利用の調整手続等に

関する法律（これらの法律に基づく命令を含む。）の規定によりされた処分、

手続その他の行為は、この法律又はこの法律による改正後の鉱業等に係る土

地利用の調整手続等に関する法律（これらの法律に基づく命令を含む。）の相

当規定によりされた処分、手続その他の行為とみなす。 

７ この法律の施行の際この法律による改正前の都市計画法第八条第一項第十

一号に掲げる地区に関し、決定されている都市計画又は行なわれている都市

計画の決定若しくは変更の手続は、この法律による改正後の都市計画法第八

条第一項第十一号に掲げる地区に関する都市計画又は都市計画の決定若しく

は変更の手続とみなす。 

８ この法律の施行前にしたこの法律による改正前の首都圏近郊緑地保全法又

は近畿圏の保全区域の整備に関する法律に違反する行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 

（建設省設置法の一部改正） 

９ 建設省設置法（昭和二十三年法律第百十三号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

（租税特別措置法の一部改正） 

１０ 租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）の一部を次のように改正

する。 

〔次のよう略〕 

※ 以下略（改正附則） 
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